
（株）ドコモＣＳ四国 （単位：　千円）

2,786,725 1,563,268
現 金 及 び 預 金 57,106 買 掛 金 190,244
売 掛 金 993,482 短 期 リ ー ス 債 務 44,301
貯 蔵 品 29,953 未 払 金 879,361
未 成 工 事 支 出 金 1,767 未 払 費 用 386,295
未 収 入 金 95,686 未 払 法 人 税 等 47,723
前 払 金 20,688 預 り 金 15,342
前 払 費 用 23,272
預 け 金 1,564,349
そ の 他 の 流 動 資 産 417

1,854,024
長 期 リ ー ス 債 務 102,957

1,324,934 退 職 給 付 引 当 金 1,737,619
320,966 役 員 退 職 慰 労 金 2,160

建 物 62,680 資 産 除 去 債 務 3,102
機 械 及 び 装 置 0 そ の 他 の 固 定 負 債 8,185
器 具 及 び 備 品 112,041
リ ー ス 資 産 146,244

13,283
電 話 加 入 権 6,051
ソ フ ト ウ ェ ア 7,232 694,367

990,683 30,000
出 資 金 20 20,000
保 証 金 63,827 20,000
長 期 前 払 費 用 318 644,367
前 払 年 金 費 用 141,983 7,500
繰 延 税 金 資 産 768,861 636,867
そ の 他 の 資 産 18,521 繰 越 利 益 剰 余 金 636,867
貸 倒 引 当 金 △ 2,850 ( うち当期純利 益）

4,111,659 4,111,659

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

  

固 定 負 債

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

負 債 合 計

貸　借　対　照　表
（ 2021年3月 31日現在 ）

科          目 金       額 科          目 金        額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 流 動 負 債

3,417,292
無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 資 本 金

資 本 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

株 主 資 本

（ 純 資 産 の 部 ）

　（463,411）

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

純 資 産 合 計 694,367



  

 

個別注記表 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

1．資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産の評価基準及び評価方法 

先入先出法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっています。 

 

2．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く) 

定額法によっています。 

なお、耐用年数については見積り耐用年数、残存価額については実質残存価額によっています。  

(2) 無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法によっています。 

なお、耐用年数については見積り耐用年数によっています。 

また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年以内)に基づく定額法によっています。 

 (3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

定額法によっています。 

なお、耐用年数についてはリース期間、残存価額については零としています。 
 
3．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、破産更生債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度

末において発生している額を計上しています。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式

基準によっています。 

なお、数理計算上の差異については、発生年度に全額を費用処理しています。 

また、過去勤務費用については、発生時の従業員の平均残存勤務期間に基づく年数にわたって定額法により費用処

理しています。 

 

4．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税は、税抜方式によっています。 

ただし、資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税につきましては、全額費用として処理しています。 

(2) 連結納税制度の適用 

   当事業年度より、日本電信電話株式会社を連結納税親会社とする連結納税主体の連結納税子会社として、連結納税 

制度を適用しております。 

 

 

 

 


